
H16
当初

H17
実績

H18
実績

H21
目標

1 通常保育の実施

保護者の委託を受け、保育に欠ける
児童の保育を行う保育所への助成
【数値目標】
　H16 20,399人 ⇒ H21 21,600人
  保育所在籍児童数

保育所在籍児童数  ２１，１３６人
保育所在
籍児童数

人 20,399 21,291 21,136 21,600 61.4 着実な推進が図られている。
平成１９年度以降も着実な推進を図
り、目標を達成する。

児童家庭課

2
幼稚園における預か
り保育の実施

共働き家庭における幼児教育への
ニーズに応えるため、通常の教育時
間終了後２時間以上預かり保育を実
施する私立幼稚園への助成
【数値目標】
　H16 57園 ⇒ H21 63園
　実施幼稚園数

５９園
実施幼稚
園数

園 57 59 59 63 33.3
概ね着実な推進が図られている。
保育する園児数が増加している。

平成１９年度以降も着実な推進を図
り、目標を達成する。

私学文書課

3 延長保育の実施

１日１１時間を超えて保育所を開所
する延長保育の促進
【数値目標】
　H16  108か所  1,960人
  ⇒ H21  160か所   2,800人
  実施保育所数及び定員

１７市町村・１２３か所で実施
実施保育
所数

か所 108 117 123 160 28.8
推進は図られているが、予定した進
捗率は達成できていない。

平成１９年度に県単独補助金を創設
した。
事業実施を各市町村・保育所にさら
に働きかけることにより、目標の達
成を目指す。

児童家庭課

4 夜間保育の実施

概ね午後10時まで開所する夜間保
育所への助成
【数値目標】
  H16　1か所 25人
 ⇒ H21  2か所  65人
  実施保育所数及び定員

１か所・４５人

実施保育
所数

定員

か所

人

1

25

1

45

1

45

2

65
50.0 着実な推進が図られている。

平成１９年度以降も着実な推進を図
り、目標を達成する。

児童家庭課

5
福祉サービスに対す
る第三者評価事業の
推進

第三者評価事業による事業所（保育
所）の受審の推進
【数値目標】
　H16 - ⇒ H21 40か所
  被評価事業所（保育所）数

保育所の受審なし。
被評価事
業所（保
育所）数

か所 - 0 0 40 0.0

平成１８年度は評価機関の認証、評
価調査者の養成を行い体制を整備
するとともに、事業所にむけた説明
会を行い受審促進のための周知を
図っているものの、まだ成果につな
がっていない。

事業所を対象とした研修会及び評価
推進機構の児童部会を通じて第三
者評価事業の普及をさらに図るとと
もに、他分野での受審はあることか
ら、保育所の受審を強く働きかけ、
目標達成を目指す。

福祉保健総務
課

幼稚園教諭、保育
士、放課後児童指導
員を対象とした研修
会の実施

保護者の子育て支援などに関する
研修会の実施
【数値目標】
　H16 1,800人 ⇒ H21 2,200人
  参加人数

保育所（園）等関係職員研修
　　１３回・１７３６人
放課後児童指導員研修
　　　４回・７８１人
幼稚園等新規採用教員研修
　　１０回・３１３人
幼稚園教育課程研究協議会
　　　５回・１５３人
園長等運営管理協議会
　　　１回・１１０人
保育技術協議会
　　　２回・１８９人

参加人数 人 1,800 3,486 3,282 2,200 370.5 着実な推進が図られている。
平成１９年度以降も着実な推進を図
る。

（Ｈ２１年度目標数値）－（当初年度の数値）

［数値目標変更の検討結果］
　 研修参加者が著しく増加しているため、参加者が最も多かった平成１７年度を目標に設定する。　 数値目標：２，２００人→３，５００人

今後の取り組み及び
目標達成の見込み

担　当　課事　業　内　容 単位番号
実施状況についての

評価・分析

6

事　業　名

教･義務教育課
児童家庭課

＝

第１節　　多様な保育ニーズへの対応

目標
単位

数　　値
進捗率
 (%)　※

事業の実施状況

資　料　１　－　１
※進捗率

   （Ｈ１８年度数値）－（当初年度の数値）
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7
認可外保育施設への
支援

認可外保育施設職員の健康診断の
実施
【数値目標】
　H16   13か所 ⇒ H21   36か所
　実施保育所数

３市町（甲府市・増穂町・昭和町）
１４か所（４８人）に助成

実施保育
所数

か所 13 13 14 36 4.3

認可外保育所においては、職員の
健康診断受診の際の代替職員確保
が難しい状況にある施設があるこ
と、また、職員の健康管理の必要性
への理解が十分でないことがあり、
１か所増加したのみであった。

認可外保育施設の指導監査等を通
じて、より一層、制度の周知を図り、
助成件数の増加を目指す。

児童家庭課

8
3歳未満児保育の実
施

３歳未満児の保育を行う保育所への
助成
【数値目標】
　H16  4,941人  ⇒ H21  6,493人
　在籍児童数

産休・育休明け保育
乳児保育推進
　２７か所　５，７７２千円
１歳児保育
　１０，０２８人  ４１，１１５千円
３歳未満在籍児　５，９４１人

在籍児童
数

人 4,941 5,797 5,941 6,493 64.4 概ね着実な推進が図られている。
平成１９年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

9 休日保育の実施

休日に保育を行う保育所への助成
【数値目標】
  H16  1か所  10人
　 ⇒ H21 31か所  1,100人
　実施保育所数及び定員

３か所・４０人
実施保育
所数
定員

か所
人

1
10

2
30

3
40

31
1,100

6.7

各市町において、平成２１年度まで
に１～２か所の休日保育実施保育所
の設置を計画しているものの、平成
１８年度においては実施保育所が増
加しなかった。

平成１９年度は、事業実施につい
て、市町村及び保育所への働きか
けをさらに強め、目標達成を目指
す。

児童家庭課

10 一時保育の実施

突発的・緊急的・一時的な保育に対
応する保育所への助成
【数値目標】
　H16  60か所  167人
　 ⇒ H21 115か所  360人
　実施保育所数及び定員

５３か所・２３８人
延べ利用人数　２２，７５８人

実施保育
所数
定員

か所
人

60
167

47
235

53
238

115
360

36.8 概ね着実な推進が図られている。

平成１９年度は、事業実施につい
て、市町村及び保育所への働きか
けをさらに強め、目標達成を目指
す。

児童家庭課

11 特定保育の実施

１週間の中で特定の日時のみの保
育に対応する保育所への助成
【数値目標】
  H16  3か所  16人
　 ⇒ H21 15か所  80人
　実施保育所数及び定員

３か所　６人
延べ利用人数　２８５人

実施保育
所数
定員

か所
人

3
16

3
16

3
6

15
80

0.0

各市町村地域行動計画において、
平成２１年度までに７市町で特定保
育の実施が計画されているものの、
計画に対する進捗率はおもわしくな
い。

平成１９年度は、事業実施について
市町村及び保育所への働きかけを
さらに強め、目標達成を目指す。

児童家庭課

12
病後児保育の実施
(施設型)

病気の回復期にある児童の保育を
病院や保育所等で行う取り組みの
促進
【数値目標】
  H16  1か所  4人
　 ⇒ H21 10か所  30人
  実施箇所数及び定員

３か所で実施　定員１０人
実施保育
所数
定員

か所
人

1
4

3
12

3
10

10
30

23.1
平成１９年度開設予定の山梨市に対
して支援を行った。

平成１９年度新設された病後児保育
（自園型）事業を含めて事業を促進
し、目標達成を図る。

健康増進課

13
病後児保育の実施
(派遣型)

病気の回復期にある児童がいる家
庭に看護師等を派遣し、保育を行う
取り組みの促進
【数値目標】
　H16  -  ⇒ H21  9,300回
　年間延べ実施回数

６団体・１５８回
年間延べ
実施回数

回 0 93 158 9,300 1.7

潜在的な需要はあると予想される
が、現実には実績に現れていない。
病後児保育（自園型）事業の新設に
より派遣型で検討していた市町村も
計画を見直す可能性があり、数値目
標の再検討が必要である。

当初の計画時にはなかった病後児
保育（自園型）事業が平成１９年度
から新設されたことなども勘案して
再度数値目標を検討する必要があ
る。

健康増進課

14

児童養護施設等にお
ける児童の短期養育
の実施(ショートステ
イ)

保護者の疾病等のため、家庭での
養育が困難となった児童を短期間養
育する事業の促進
【数値目標】
　H16  - ⇒ H21  3か所
　実施か所数

甲府市が開設　（１か所）
　 委託先　 めだかの学校
　 実   績   延べ１９人、２９日

実施か所
数

か所 - 0 1 3 33.3
平成１８年度は甲府市で事業開始し
た。

市町村地域行動計画において、平
成２１年度までに５か所の実施が計
画されているので、事業実施をより
一層働きかけ、目標の達成を目指
す。

児童家庭課

15
放課後児童クラブの
実施

放課後児童クラブの運営に要する経
費への助成
【数値目標】
　H16  155か所  6,088人
  ⇒ H21   180か所   7,400人
　実施か所数及び定員

実施か所数　１７３か所（２４市町村）
実施か所
数
定員

か所
人

155
6,088

161
6,311

173
6,996

180
7,400

72.0 着実な推進が図られている。
平成１９年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課
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16
ファミリー・サポート・
センターの設置促進

地域で育児の相互援助活動を行う
ファミリー・サポート・センターの設置
促進
【数値目標】
  H16  2か所 ⇒ H21 10か所
　実施か所

県単独補助制度を創設し、山梨市･
笛吹市に補助した。

県内６か所で実施
・甲府市、富士吉田市、山梨市、
  大月市、甲斐市、昭和町

実施か所
数

か所 2 5 6 10 50.0
県単独補助金を創設したことによ
り、ファミリー・サポート・センターの
設置促進が図られた。

平成１９年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

17
地域子育て支援セン
ターの設置

育児不安解消のため相談指導など
の事業を実施する市町村への助成
【数値目標】
　H16　23か所 ⇒ H21  51か所
　設置か所数

３６か所
　指定施設　１９
　小規模　　 １７

設置か所
数

か所 23 30 36 51 46.4 着実な推進が図られている。
平成１９年度以降も着実な推進を図
る。

児童家庭課

18 つどいの広場の設置

子育て中の親子が相談･交流できる
場の設置促進
【数値目標】
　H16　4か所 ⇒ H21　39か所
  設置か所数

１１市町村・１６か所で実施
設置か所
数

か所 4 9 16 39 34.3 概ね着実な推進が図られている。
市町村に対する働きかけを、より一
層行い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

19
子育て支援コーディ
ネーターの養成

地域の子育て家庭を支援する人材
の育成
【数値目標】
　H16　－ ⇒ H21　200人
　養成人員

養成講座実施期間
　平成１８年６月１６日～１１月２４日
　（８回）
養成講座受講者
　３７人(うち修了者３６人）

養成人員 人 - 39 75 200 37.5 概ね着実な推進が図られている。
目標達成に向けて、より一層の推進
を図る。

教・社会教育課

20 母親クラブへの支援

地域において児童福祉の増進を図
る母親クラブなどの活動に助成
【数値目標】
  H16 31か所 ⇒ H21 38か所
　設置か所数

３３か所・９市町に助成
設置か所
数

か所 31 31 33 38 28.6
平成１８年度は、新たな設立に向け
ての働きかけを行ったことにより、２
か所増加した。

平成１９年度は３４か所に助成する
見込みである。
今後も、より一層市町村への働きか
けを行い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

21
児童ふれあい交流の
促進

年長児童と赤ちゃんのふれあい体
験、中・高校生の居場所づくり、乳幼
児への絵本の読み聞かせ事業を実
施する市町村への助成
【数値目標】
  H16　6市町村 ⇒ H21　10市町村
　実施市町村数

実施市町村　６市町村
（山梨市、南アルプス市、北杜市、甲
州市、昭和町、小菅村）

実施市町
村数

市町村 6 6 6 10 0.0
平成１８年度は新たに事業実施する
よう、市町村に対して働きかけを行っ
た。

平成１９年度は新たに１町から助成
の申請があり、７市町村に助成する
見込みである。
今後、市町村担当者会議等あらゆる
機会を通じて、より一層の働きかけ
を行い、目標の達成を目指す。

児童家庭課

異年齢児との交流

地域での異年齢間の交流促進のた
め、子どもを主体とした活動への助
成
【数値目標】
  H16　18地域26団体
　⇒H21　40地域60団体
  延べ助成団体数

子どもや親子のための活動に助成
　１０地域２１団体

延べ助成
団体数

団体 26 58 79 60 155.9 着実な推進が図られている。
事業周知をさらに徹底し、実施団体
及び参加者を増加させることにより、
目標の達成を図る。

第３節　　次代を担う子どもたちの健全育成

22

［数値目標変更の検討結果］
事業の周知を徹底した結果、平成１８年度実績が当初に設定した目標値を超える結果となった。そこで、事業内容、実施方法等を今後検討してゆく。

青少年課

第２節　　子育てにかかる負担感の軽減

3
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23
「遊び、学ぶ、子育て
教室」の開催

講演会や相談会を開催し、子育て中
の親に育児知識や技術等の情報を
提供するとともに、仲間づくりを行う
場を設ける。
【数値目標】
  H16　-　⇒ H19　30市町村
　延べ市町村数

８市町村（累計１８市町村）
実施市町
村数

市町村 - 10 28
30

（Ｈ１９）
93.3 着実な推進が図られている。

今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課

地域の青少年活動へ
の指導者派遣

地域の青少年活動の活性化のた
め、地域ぐるみでの多様な青少年活
動の支援
【数値目標】
  H16　-　⇒ H21　100人
　講師派遣数

地域で行う子どもを対象とした健全
育成事業に講師を派遣

講師派遣数　６５人

講師派遣
数

人 - 106 238 100 238.0 着実な推進が図られている。
今後さらに事業の周知徹底を図り、
支援策を推進していく。

25 児童館の整備促進

児童館、児童センターを整備する市
町村への助成
【数値目標】
  H16　57館 ⇒H21　70館
  設置数

平成１８年度整備なし 設置数 館 57 64 64 70 53.8 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課

児童厚生員の研修

児童厚生員の資質向上のために研
修会の実施
【数値目標】
  H16　 95人 ⇒ H21　170人
　児童厚生二級指導員資格取得者
数

児童館研修　年５回
放課後児童指導員等研修　年４回

児童厚生
二級指導
員資格取
得者数

人 95 133 224 170 172.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

27
おじいちゃん、おばあ
ちゃん先生の派遣

地域の子どもと高齢者との世代間交
流のため、高齢者をボランティアとし
て、保育所等へ派遣し遊びの指導等
を実施する市町村への助成
【数値目標】
  H16　 -  ⇒ H21　80か所
　延べか所数

１市　４か所
実施か所
数

か所 - 8 12 80 15.0
平成１７年度に引き続き、事業内容
の周知と実施の働きかけを行ったが
実施か所数の増加は少なかった。

他の補助事業と統合のため平成１８
年度をもって廃止

児童家庭課

28
子どもの帰り道ふれ
あい・見守り事業の実
施

小学校低学年児童の下校時に地域
の高齢者が通学路を巡回し、児童の
安全確保及び高齢者との交流を実
施する市町村への助成
【数値目標】
  H16　 -  ⇒ H21　150校
　延べ学校数

８市町村　３１校
実施学校
数

校 - 20 51 150 34.0

概ね着実な推進が図られている。
市町村に対して事業実施の働きか
けを行ったところ、実施学校数が増
加した。

市町村担当者会議等あらゆる機会
を通じて、より一層働きかけを行い、
目標の達成を目指す。

児童家庭課

29
高校生の１日リハビリ
テーション体験

リハビリテーションに関する普及啓
発のため、高校生を対象に医療の
現場で介護の体験
【数値目標】
  H16　230人 ⇒ H21　300人
　参加者数

参加高校数　２８校
参加者数　２０９人

参加者数 人 230 271 209 300 -30.0
平成１８年度の参加者減少は、学校
行事に支障があるなどの理由による
ものだった。

Ｈ１８は参加者が減少したが、早期
に参加を呼びかけ、学校行事に支障
なく参加できるよう学校へ協力を求
めていく。

長寿社会課

30
ふれあいリハビリ交
流大会

機能訓練や介護予防事業参加者・
家族・ボランティアが一堂に会した交
流の場の開催
【数値目標】
  H16　119人 ⇒ H21　170人
　ボランティア参加者数

ボランティア参加者数　１１９人
ボランティ
ア参加者
数

人 119 121 119 170 0.0

ボランティア参加者は、学校数４校、
約１２０人で推移している。福祉関係
の学校への呼びかけを強化する必
要がある。

高校や大学、専門学校への周知を
徹底し、より多くの生徒や学生の参
加を得られるよう努めていく。

長寿社会課

24 青少年課

［数値目標変更の検討結果］
事業の周知を徹底した結果、平成１８年度実績が当初に設定した目標値を超える結果となった。そこで、事業内容、実施方法等を今後検討してゆく。

26 児童家庭課

［数値目標変更の検討結果］
児童厚生２級指導員資格取得者の増加数を年間約６０人として、目標数値を変更する。　　数値目標：１７０人→４００人

4



H16
当初

H17
実績

H18
実績

H21
目標

今後の取り組み及び
目標達成の見込み

担　当　課事　業　内　容 単位番号
実施状況についての

評価・分析
事　業　名

目標
単位

数　　値
進捗率
 (%)　※

事業の実施状況

31
こどもエコクラブ交流
エコ教室の開催

環境保全に対する意識の向上と視
野を広め、地域での自主的な環境保
全に向けた取り組みを実践させるた
めに、子どもエコクラブ会員や一般
の子どもたちの体験的な環境活動を
通じた交流機会の提供
【数値目標】
  H16 41人 ⇒ H21　80人
　参加者数

平成１８年８月５日
八ヶ岳自然ふれあいセンターで実施

参加者６８名

参加者数 人 41 53 68 80 69.2 着実な推進が図られている。

自然体験プログラムの内容・場所等
を検討して充実させていく。
近郊小学校へ直接チラシを持ち周
知するなど、周知方法を工夫するこ
とにより、参加者数の増加が見込ま
れ、目標は達成できると考える。

循環型社会推
進課

32
やまなしどんぐりクラ
ブの育成

子どもたちに森林や緑に親しんでも
らうため、どんぐりを拾ってきた児童
等の登録及び苗木の贈呈、植樹等
【数値目標】
  H16 900人 ⇒ H21　1,000人
　参加者数

実施期間
　平成１８年１０月１６日～１１月１５
日

会員数
　 ７４４名

参加者数 人 900 728 744 1,000 -156.0

平成１８年度は山林においてクマの
出没が相次ぎ、どんぐり拾いを計画
していた幼稚園・学校では計画を取
りやめにするなど、幼稚園・学校単
位の参加が減少した。

あらゆる機会を通じて、どんぐりクラ
ブへの加入の呼びかけを行うことで
目標を達成できると考える。

みどり自然課

33 学校林の活用

小中学校における森林を活用した環
境教育を推進するための学校林の
環境整備の促進
【数値目標】
  H16　24校⇒H21　38校
　学校林を活用した学校数

県内５ヵ所で実施
早川中学校、谷村第一小学校、
山中湖村立の小学校、神金小学校、
農林高等学校

学校林を
活用した
学校数

校 24 26 27 38 21.4
平成１８年度は主に既存の学校林の
再整備が実施されたため、新規活用
校は微増となった。

今後も学校林における体験学習の
機会が増加するよう、人的支援を含
め協力していく。
また、新規学校林活用校の掘り起こ
しも進めていく。
このことにより、目標は達成できる見
込みである。

みどり自然課

34 １００万本植樹運動

県民参加の森づくり、ボランティア活
動の促進のため、御下賜100周年に
向けた100万本植樹の展開
【数値目標】
  H16　27万本 ⇒ H22 100万本
  植樹数

南アルプス市ほか１７か所で実施
参加者　５７２名
植栽本数　１２１，７１３本

植樹数 本 270,000 389,627 511,340
1,000,000
（Ｈ２２）

40.0 着実な推進が図られている。
今後も植林を続ける中で、平成２２
年度の100万本植樹の達成を目指
す。

林業振興課

35
子ども樹木博士の認
定

親子で自然や樹木に親しんでもらう
ため、覚えた樹木の名前の数に応じ
て子ども樹木博士の認定証を授与
【数値目標】
　H16　135人 ⇒ H21　335人
　子ども樹木博士認定者数

県下２か所で開催
①平成１８年７月１６日
　　県緑化センター　　参加者３０名
②平成１８年８月２７日
　　河口湖ﾌｨｰﾙﾄ゙ｾﾝﾀｰ  参加者４０
名

子ども樹
木博士認
定者数

人 135 173 208 335 36.5 概ね着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

みどり自然課

緑の少年隊の育成

少年少女たちに、緑とのふれあいを
通して、緑を愛し、緑を守り育てる心
を持ってもらうための、緑の少年隊
活動に対する助成
【数値目標】
　H16　3,688人 ⇒ H21　4,000人
　緑の少年隊隊員数

補助実績
　隊数　　７１隊
　隊員数　　５，１８１名

緑の少年
隊隊員数

人 3,688 4,762 5,181 4,000 478.5 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

37
高校生インターンシッ
プ推進事業

「インターンシップ推進連絡協議会」
「地域連絡会議」の設置
事前指導における勤労観、職業観
育成のための講演
インターンシップの啓発のためのパ
ンフレットの作成
【数値目標】
　H16　1,100人 ⇒ H21　1,800人
　参加者数

・「インターンシップ推進連絡協議会」
「地域連絡会議」の設置
・事前指導における勤労観、職業観
育成のための講演
・インターンシップの啓発のためのパ
ンフレットの作成
・インターンシップ手引き書の作成
（生徒編，学校編，企業編）

参加者数 人 1,100 1,677 1,793 1,800 99.0 着実な推進が図られている。

「インターンシップ推進連絡協議会」
や「地域連絡会議」の運営を活発に
して、普通高校にも推進する等によ
り、目標の達成を図る。

教・高校教育課

38
進路に関わる啓発的
経験の実施

職業現場の見学、体験活動
社会人を招へいしての講演会、懇談
会
進路学習会、進路講話の開催
【数値目標】
　H16　87% ⇒ H21　100%
　職場体験実施率（中学校）

職場体験実施校     ９０校

職場体験
実施率
(中学校)

％ 87 93 94 100 53.8 着実な推進が図られている。

平成２０年度には啓発体験として、
県内の全中学校での職場体験実施
が見込まれ、目標を達成できると考
える。

教・義務教育課

36 みどり自然課

［数値目標変更の検討結果］
平成１９年度は平成１８年度に比べ減少している状況である。少子化や学校の統廃合の影響もあることから、目標数値の変更は状況を見ながら検討する。
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39
ものづくり技能者の育
成促進

高度な技術、技能に触れさせるとと
もに、「ものづくり」への関心を高める
ため、高校生のものづくり体験講座
の実施
【数値目標】
　H16　87人 ⇒ H21　120人
 参加者数

定員１２０名　　参加者６４名 参加者数 人 87 64 64 120 -69.7
募集人員に対して、参加者数が少な
い傾向があるが、より一層のＰＲ活
動を行う必要がある。

設備、人員配置等から定員数を決め
ている。県教育委員会との実施の協
定もあることから、今後も高校の協
力を得て、より一層のＰＲ活動を実
施することで、目標の達成を目指
す。

職業能力開発
課

40 訓練の充実

産業構造の変化や技術革新等に対
応した人材を育成するため、産業技
術短期大学校、都留・峡南高等技術
専門校、就業支援センターの訓練の
充実
【数値目標】
　H16　79.2% ⇒ H21　100%
　普通課程訓練受講者の就職率

普通課程受講者就職率　９７．０％

普通課程
訓練受講
者の就職
率

％ 79 83.6 97 100 85.7
普通課程の就職率は高い値を示し
ているが、定員充足が課題となって
いる。

峡南高等技術専門校の「建築科」の
入校生を中卒対象から高卒対象と
することにより、定員充足率及び就
職率の上昇が見込めるものと考えて
いる。

職業能力開発
課

青少年関係施設の利
用促進

青少年センター、青少年自然の里、
愛宕山こどもの国等の各種事業の
実施
【数値目標】
　H16　657,000人
　 ⇒ H21　712,000人
　青少年関連施設利用者数

青少年ｾﾝﾀｰ他、各少年施設におい
て各種健全育成事業を実施。企画展
参加者、利用者など増加。
利用者７６９，３１３人
（内訳）
　青少年センター　    287,583人
　愛宕山こどもの国　 270,394人
　愛宕山自然の家　    20,858人
　八ヶ岳自然の家　     33,345人
　科学館　               139,045人
　中富青少年自然の里　 7,223人
　棡原青少年自然の里　10,865人

青少年関
連施設利
用者数

人 657,000 718,678 769,313 712,000 204.2

魅力ある主催事業を展開したり、外
部団体との連携事業の新たに企画
した結果、大幅な利用者増につな
がっている。

今後も利用者アンケート等により
ニーズの把握分析に務め、サービス
の一層の向上と魅力ある事業展開
を図ることにより、さらに多くの県民
に利用を促進する。

啓発リーフレット、ス
テッカーの作成、配布

青少年の非行防止、健全育成、業
界自主規制のためのリーフレット、ス
テッカー等の配布
【数値目標】
　H16　12,700部 ⇒ H21　13,000部
　年４回の発行部数

有害自動販売機追放のための啓発
パンフレットを作成・配布
　
３０，０００部

発行部数 部 12,700 30,000 30,000 13,000 5766.7 着実な推進が図られている。

資料が有効に活用されるよう、さらに
悪書等の自動販売機に関する最新
情報の掲載・紙面の見直し等を行
う。

43
「暮らしの教室」の実
施

若年層を狙った悪徳商法の被害を
未然に防ぐため、高校生や大学生を
対象に「巣立ち教室」を、新社会人を
対象に「新社会人教室」の開催
【数値目標】
　H16　3,000人 ⇒ H21　4,000人
　参加者数

１３回　２，０９０人 参加者数 人 3,000 4,020 2,090 4,000 -91.0
年度当初、周知活動に遅れがあった
が、年度の後半から周知の浸透が
図られてきた。

さらに周知により、目標は達成でき
る見込みである。

県民生活課

44 「教職員研修」の実施

児童、生徒による消費者教育のあり
方を学んでもらうため、小中学校の
教員を対象に研修会の実施
【数値目標】
　H16　40人 ⇒ H21　160人
　参加者数

１回　４０人 参加者数 人 40 34 40 160 0.0
教職員を対象とした研修の機会の
減少により、参加者増には、至らな
かった。

さらに周知及び需要開拓により、目
標は達成できる見込みである。

県民生活課

41
青少年課
児童家庭課
教・社会教育課

［数値目標変更の検討結果］
指定管理者制度の導入、外部団体連携事業の開始等により目標数値を大幅に超える結果となった。今後も引き続き高水準の利用者数を維持していくため、目標数値を平成１８年度実績をベースに再設定する。
数値目標：７１２，０００人→７７０，０００人

42 青少年課

［数値目標変更の検討結果］
平成１７年度に啓発パンフレットの発行部数を目標数値「１３，０００部」を超える「３０，０００部」に増やした。今後も、発行部数３０，０００部の水準を維持していくこととする。　　数値目標：１３，０００部→３０，０００部
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育児支援家庭訪問活
動

家庭内での育児、家事に関する援
助、技術指導等への取り組みの促
進
【数値目標】
  H16　－市町村 ⇒ H21　14市町村
　実施市町村数

次世代育成対策交付金対象事業
１５市町村で実施

実施市町
村数

市町村 - 15 14 14 100.0 着実な推進が図られている。
引き続き母子保健推進事業に関す
る指導を行い、実施市町村の増加に
努める。

46
市町村ネットワークの
構築

市町村による児童虐待対策のため
の広報、啓発、予防活動、要保護児
童への支援
【数値目標】
  H16　6市町村 ⇒ H21　全市町村
　（要保護児童対策地域協議会設置
市町村数）

設置市町村：２５市町村

要保護児
童対策地
域協議会
設置市町
村数

市町村 6 20 25 28 86.4 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課
健康増進課

47
里親制度の普及と登
録者の拡大

家庭における様々な事情により、自
分の家で生活ができない児童を預
かり自宅で育てる里親を認定
【数値目標】
  H16　94人⇒H21　110人
　里親登録者総数

認定登録者数　１０６人 （H18.3.31現
在)

里親登録
者総数

人 94 98 106 110 75.0 着実な推進が図られている。
より一層里親制度の普及・啓発を行
うことにより、里親登録者の増加を
図る。

児童家庭課

48
里親による養育の拡
充

登録された里親への児童委託の拡
充
【数値目標】
  H16　19% ⇒ H21　23%
　措置児童全体に占める里親委託
の割合

２１．９％

措置児童
全体に占
める里親
委託割合

％ 19 20 22 23 75.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

児童家庭課

児童養護施設の整備

要保護児童のための児童養護施設
の設置促進
【数値目標】
  Ｈ16　5か所⇒Ｈ21　6か所
　設置か所数

平成１７年度から１８年度までの２か
年度で児童養護施設（定員40名、富
士吉田市）を整備する計画で、平成１
８年度分の施設整備分の９0％につ
いて補助を行った。
（１９年４月に開設）

設置か所
数

か所 5 5 6 6 100.0
平成１９年４月に児童養護施設が開
設したことにより、目標を達成した。

－

50
地域小規模児童養護
施設の設置促進

小人数によ家庭的ケアの実施のた
めの6人定員の小規模型養護施設
【数値目標】
  Ｈ16　1か所 ⇒ Ｈ21　2か所
　設置か所数

１か所で実施
設置か所
数

か所 1 1 1 2 0.0
設置について働きかけを行っている
が、その成果はまだ出ていない。

地域小規模児童養護施設設置のた
めの働きかけをより一層行い、目標
の達成を目指す。

児童家庭課

51 小規模グループケア

家庭的なケアを実施するため、児童
養護施設内で小グループを構成し、
その中に指導員を配置して指導を実
施
【数値目標】
  Ｈ16　3か所 ⇒ Ｈ21　4か所
　設置か所数

２施設で実施
設置か所
数

か所 3 2 2 4 -100.0
設置についての働きかけを行ってい
るが、その成果はまだ出ていない。

平成１９年度に４施設で完成する予
定なので、これにより目標は達成さ
れる。

児童家庭課

第４節　　支援を必要とする子どもたちへのきめ細かな取り組み

45

［数値目標変更の検討結果］
平成２０年度は２１の市町村で実施を予定しており、１市が検討中であることから目標数値を変更する。　　数値目標：１４市町村→２２市町村

健康増進課

49

［数値目標変更の検討結果］
児童養護施設を設置する予定なし。数値目標は変更しない。

児童家庭課
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実績
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目標
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進捗率
 (%)　※

事業の実施状況

施設における心理職
員の配置

施設内において心理療法士による
遊戯療法やカウンセリングを実施
【数値目標】
  Ｈ16　2名 ⇒ Ｈ21　5名
　職員配置数

４施設で実施
（常勤職員２、非常勤職員２）

職員配置
数

人 2 4 5 5 100.0 着実な推進が図られている。 目標に達している。

母子家庭の母に対す
る職業訓練

就労経験に乏しい母子家庭の母の
職業的自立を促すための職業訓練
【数値目標】
  Ｈ17 57.1% ⇒ Ｈ21 74%
　職員配置数

定員　　　　１５名
応募者数　　９名
入校者数　　９名

就職率 ％ - 57,1 88 74 182.0

修了生７名に対し６名が就職してお
り、未修了者の中にも就職による退
校者は１名いるなど、Ｈ１７上回る状
況である。

今後もこれまでと同様に幅広く周知
し、なるべく多くの訓練生が受講でき
るよう取り組んでいく。訓練実施機関
による就職支援も行っており目標達
成の見込みがある。

障害児への在宅介護
支援（ホームヘルプ
サービス）

障害児介護の軽減のため、在宅の
障害児の入浴や移動等の介護
【数値目標】
  Ｈ16　26,524時間
　 ⇒ Ｈ21　26,524時間
　利用時間

事業所数　　　　　１０１箇所
実施市町村数　　２５市町村

利用時間 時間 26,524 26,524 26,524 26,524 100.0 着実な推進が図られている。 目標に達している。

障害児の発達を支援
（デイサービス）

障害児の発達を促すため、通園にな
じむ障害児に基本的生活動作の習
得や集団生活への適応訓練
【数値目標】
  Ｈ16　72人分 ⇒ Ｈ21　72人分
　利用人数

事業所数　　　　　１９箇所
実施市町村数　　２０市町村 利用人数 人 72 72 72 72 100.0 着実な推進が図られている。 目標に達している。

重症心身障害児（者）
を抱える家庭への支
援（重症心身障害児
（者）通園事業）

在宅の重症心身障害児（者）が通園
によって日常生活動作等の必要な
療育受けるとともに、家庭における
療育技術の習得
【数値目標】
  Ｈ16　15人分 ⇒ Ｈ21　30人分
　利用人数

委託事業所数　３箇所
県直営　１箇所
総定員数　３０名

利用人数 人 15 15 30 30 100.0
　平成１８年８月に「あけぼの医療福
祉センター」の再整備が終了し、９月
から事業を開始した。

目標に達している。

57
出産に関する知識の
普及

母親学級、両親学級を開催する市
町村への助成
【数値目標】
　H16 85% ⇒ H21 100%
  母親学級を実施する市町村の割合

各市町村において事業開催

母親学級
を実施す
る市町村
の割合

％ 85 89 93 100 53.3 着実な推進が図られている。
引き続き母子保健推進事業に関す
る指導を行う。

健康増進課

第５節　　親子の健康増進と小児医療の充実

52

［数値目標変更の検討結果］
変更予定なし。

児童家庭課

53

［数値目標変更の検討結果］
昨年調査時には目標値の記入が無かったが、「第８次山梨県職業能力開発計画」により目標値を設定する。経年的に上積みしていく目標値ではないので、今回１００％を上回っているが変更はしない。

職業能力開発
課

54

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

障害福祉課

55

［数値目標変更の検討結果］

変更の予定なし

障害福祉課

56

［数値目標変更の検討結果］

変更の予定なし

障害福祉課
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事業の実施状況

58
禁煙･分煙施設認定
事業の推進

禁煙･分煙対策実施施設の認定
【数値目標】
　H16  413か所　⇒ H21　1,500か所
　認定施設数

禁煙・分煙認定施設　９４０施設
認定施設
数

か所 413 675 940 1,500 48.5 着実な推進が図られている。
引き続き、商業施設等に対する啓発
を実施する。

健康増進課

総合周産期母子医療
センター

高度な診療機能と医療設備を備え
24時間体制で運営
【数値目標】
　H15  6.4人 ⇒ H20　5.3人
　出産1千人当たりの周産期死亡率

高度な診療機能と医療設備を備え２
４時間体制で運営

出産１千
人当たり
の周産期
死亡率

人
6.4

(H15年）
5.4

(H16年）
4.5

(H17年）
5.3

（H20）
172.7 着実な推進が図られている。

今後、ハイリスクな事例を中心に総
合周産期母子医療センターの分娩
数が増加する可能性があるが、必要
なマンパワーを確保しつつ、引き続
き周産期死亡率が低下するよう努め
ていく。

60
地域の人材を活用し
た教育

各分野に優れた知識、経験、技能を
持つ社会人の活用
【数値目標】
　H16 53% ⇒ H21 75%
　活用校の割合

活用校実績
　小学校　　１５１校
　中学校　　　４０校

活用校の
割合

％ 53 65 64 75 50.0 着実な推進が図られている。
さらに、本事業の活用を進める。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

教・義務教育課

61
全日制単位制高校の
設置

全日制単位制高校の設置の促進
【数値目標】
　H16 3校 ⇒ H21 4校
　設置数

新しいタイプの高校づくりに関連し、
高等学校の教員を対象とした研修会
を２回開催

設置校数 校 3 3 3 4 0.0
平成１８年度、全日制単位制高校に
対する理解等が深まるよう研修会を
２回開催した。

総合学科高校の設置と連携し、地域
の理解を求めるとともに、小中学校
の生徒・保護者などの要望の把握に
努め、地域と一体となった改編整備
を推し進めて行く。

教・新しい学校
づくり
推進室

62 総合学科高校の設置

総合学科高校の設置の促進
【数値目標】
　H16 3校 ⇒ H21 5校
　設置数

４校目の設置を予定する峡東地域に
おいて、意見交換会１０回を開催

設置校数 校 3 3 3 5 0.0

平成１８年度、峡東地域において学
校関係者等との意見交換会を実施
する中で総合学科高校の設置に対
する一定の理解が得られたが、地域
会議の再開には至らなかった。

平成１９年度も引き続き、改編対象
校の関係者との意見交換会などを
開催し理解を求めるとともに、小中
学校の生徒、保護者などの要望の
把握に努め、地域と一体となった改
編整備を推し進めて行く。
４校目の改編については、平成１９
年度中の地域会議再開に向けた取
組を重ねていく。

教・新しい学校
づくり
推進室

少人数教育の推進
「かがやき３０プラン」

３０人学級編制か新アクティブクラス
を選択
【数値目標】
　H16 小学校１年生
　 ⇒ H21 小学校1・2年生
　実施対象学年

１学年　３０人学級編制実施　４５校
　　　　　新アクティブ選択　　 ２５校
２学年　３０人学級編制実施　４６校
　　　　　新アクティブ選択　　 ２０校

実施対象
学年

学年
小学校
１年生

小学校
１，２年
生

小学校
１，２年
生

小学校
１，２年
生

100.0 着実な推進が図られている。
少人数教育の拡充について様々な
面から検討していく。

64 国語力の向上

指導事例集の作成、指定校による
授業の研究実践
【数値目標】
　H16 2校 ⇒ H21 全校
　実践校

研究指定校（３校）による実践研究 実践校 校 2 2 3 31 3.4

平成１６年度から１８年度の国語力
育成推進事業を通じて、国語力向上
を目指した指導事例集を作成し、研
究指定校に於いて検証し、その成果
を報告書として各校に配付してき
た。これらの指導事例を活用し、各
高等学校毎に具体的な国語力向上
の取組を平成２１年度までの３年間
で行い、逐次国語力定着の実践の
定着を図っていく予定。

国語力向上実践事業では、平成１９
年度から平成２１年度の３年間で、
それぞれの高等学校が生徒の実態
等を踏まえた国語力向上の取組を
することになっている。各年度毎に
中間報告及び年度末の報告会を行
い成果について検証し、情報交換を
行い、各校の取組の向上を図ってい
く予定である。

教・高校教育課

第６節　　子どもたちを取り巻く教育環境の充実

63

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

59 医務課

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし

教・総務課
教・義務教育課
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心に元気をはぐくむ道
徳教育の推進

推進校を指定し道徳教育の充実
【数値目標】
　H16 50校 ⇒ H18 150校
　延べ実践校数

実践校を５０校指定し推進した。
延べ実践
校数

校 50 100 150
150

（Ｈ１８）
100.0 着実な推進が図られている。

成果と課題をもとに新規事業を立ち
上げる

児童・生徒の心に響く
道徳教育の推進

推進校を指定して、生命を尊重する
心を育てるための道徳教育の推進
【数値目標】
　H16 4校 ⇒ H21 8校
　延べ実践校数

実践校を５校指定し推進した。
延べ実践
校数

校 4 5 10 8 150.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

67
命の大切さを学ぶ体
験活動の推進

推進校を指定して、命を大切にする
心をはぐくむための体験活動を実施
【数値目標】
　H16 - ⇒ H21 8校
  延べ実践校数

実践校を４校指定し推進した。
延べ実践
校数

校 - 4 4 8 50.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

教・義務教育課
教・高校教育課

68 遠くの町の体験活動

よりよく生きるため、知恵や実践力を
身に付けさせるための環境の異なる
地域で体験活動
【数値目標】
  H16 2校⇒ H21 8校
  延べ実践校数

推進協議会の開催　　１回
体験活動推進校　　　　小・中学校
各１校

延べ実践
校数

校 2 4 5 8 50.0 着実な推進が図られている。
平成１９年度は３校を推進校に指定
し事業を推進している。
目標は確実に達成できると考える。

教・義務教育課

豊かな体験活動

豊かな心を育てるための福祉・ボラ
ンティア活動の実践
【数値目標】
  H16 12校 ⇒ H21 24校
  延べ実践校数

推進地域　　２地区
推進校　　　 ６校

延べ実践
校数

校 12 18 24 24 100.0 着実な推進が図られている。
平成１８・１９年度は６校を推進校に
指定し事業を推進している。

豊かな心の育成の推
進

道徳教育推進校の指定、教育フォー
ラムの開催等
【数値目標】
  H16 50校 ⇒ H18 150校
  延べ指定校数

心に元気を育む道徳教育推進事業
　 推進校５０校
やまなし豊かな心の育成推進委員
会　　６回
機関誌「つばさ」の発行
　　１５，０００部発行
地域別豊かな心の育成協議会
　　６地区
心の教育フォーラムＩＮやまなし開催
心にエネルギーを蓄える巡回相談
  　８か所

延べ指定
校数

校 50 100 150
150

（Ｈ１８）
100.0 着実な推進が図られている。

成果と課題をもとに新規事業を立ち
上げる

65

［数値目標変更の検討結果］
平成１８年度をもって事業終了

教・義務教育課

66

［数値目標変更の検討結果］
今後、実践校の増加を勘案して目標数値を変更する。　　数値目標：８校→１４校

教・義務教育課

69

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし。

教・義務教育課
教・高校教育課

70

［数値目標変更の検討結果］
平成１８年度をもって事業終了

教・義務教育課
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71
学校不適応児童生徒
に対する支援

不登校となった児童生徒の自立支
援のための適応指導教室
【数値目標】
  H16 33.3% ⇒ H21 42%
  児童生徒の再登校率

適応指導教室の運営
　　　　　→石和、韮崎、都留
甲府市への委託
　　　　　→あすなろ学級
南アルプス市への委託
　　　　　→教育支援センター

児童生徒
の再登校
率

％ 33.3 29.3 32.3 42 -11.5

不登校者数が増加に転じている状
況の中で，平成１７年度からの再登
校率は上昇し，目標値に近づいてい
る。

不登校の要因が，多様化，複雑化し
ている状況ではあるが，不登校対策
を継続して推進し，目標値に近付け
る。

教・義務教育課
教・高校教育課

72
スクールカウンセラー
の配置・派遣

いじめ・不登校を解決するための専
門相談員の配置・派遣
【数値目標】
  H16 70校 ⇒ H21 100校
  配置校数

スクールカウンセラー配置校　８３校
　　　小学校　２校
　　　中学校７５校
　　　　 高校  ６校

配置校数 校 70 81 83 100 43.3 着実な推進が図られている。
計画的な増配置を行っていくことで、
目標は達成できると考えている。

教・義務教育課
教・高校教育課

73
個に応じた多様な教
育の推進

チームによるきめ細かな幼児教育を
実施するための私立幼稚園への助
成
【数値目標】
  H16 43園⇒ H21 50園
  実施幼稚園数

４２園
実施幼稚
園数

園 43 39 42 50 -14.3

チーム保育は、職員数と園児数に
よって実施が左右される。近年、園
児が減少傾向にあり、教員の退職補
充も困難（採用計画が立たない）な
状況の中で、昨年より３園増加した。

今後も、障害児の就園の促進を図
り、また、県幼稚園協会と協議の場
を設けるなどして目標の達成に向け
て努力をしていく。

私学文書課

幼稚園における子育
て支援活動

子育て支援活動を行うための私立
幼稚園の施設整備に対する助成
【数値目標】
  H16 － ⇒ H19 5園
  実施幼稚園数

５園
実施幼稚
園数

園 - 5 5
5

（Ｈ１９）
100.0 着実な推進が図られている。

今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

子育て相談や施設の
地域への開放

施設や機能を地域に開放する子育
て支援活動への助成
【数値目標】
　H16 48園 ⇒ H21 50園
　実施幼稚園数

５０園
実施幼稚
園数

園 48 50 50 50 100.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

障害児就学前教育相
談の充実（プレスクー
ルシステム）

就学相談、体験学習の実施
【数値目標】
　H16 1,600回 ⇒ H21 2,300回
  開催回数

教育相談・体験学習

合計２，５３６件.
開催回数 回 1,679 2,259 2,536 2,300 138.0 着実な推進が図られている。

平成１８年度で目標を達成したの
で、今後目標値の変更を視野に入
れながら取組を行っていく。

交流活動の推進

交流教育提携校の指定、交流活動
の推進
【数値目標】
　H16 38校 ⇒ H21 40校
　交流提携校数

交流提携校　４１校
　(内訳)
　　　　小学校１２校
　　　　中学校１３校
　高等学校等１６校

交流提携
校数

校 38 39 41 40 150.0 着実な推進が図られている。
平成１８年度で目標を達成した。
今後もこの目標達成100％を目指し
ていく。

74

［数値目標変更の検討結果］
変更の予定なし。

私学文書課

75

［数値目標変更の検討結果］

変更の予定なし。

私学文書課

76

［数値目標変更の検討結果］
今後、特別支援学校のセンター的機能の充実が図られる予定なので、目標値の変更について検討する必要がある。

教・新しい学校
づくり推進室

77

［数値目標変更の検討結果］
今後、交流提携校数の大きな変化は見込めないので、目標値を継続する。

教・義務教育課
教・新しい学校
づくり推進室
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78 親育ちの推進

妊娠期、就学時期、思春期に家庭教
育の大切さについての学習機会の
提供
【数値目標】
  H16 139講座 ⇒ H21 170講座
　講座数

妊娠期７講座
就学時９講座
思春期１１講座
中・高校生子育て理解４講座
その他の機会１１７講座
計１４８講座

講座数 講座 139 144 148 170 29.0 概ね着実な推進が図られている。

これまでの団体レベルであったもの
については、対象者をより広くするた
め市町村レベルで地域の実態に即
した取組を効果的にできるようにして
いく。

教・社会教育課

地域子ども教室

放課後や週末に児童・生徒が安全・
安心して活動するための子どもの居
場所を整備し体験活動を実施
【数値目標】
  H16 27か所 ⇒ H21 50か所
  実施か所数

県内７５か所に子どもの居場所を設
置

実施か所
数

か所 27 61 75 50 208.7 着実な推進が図られた。

地域子ども教室はＨ１８年度で終了
とし、この事業を進展する形でＨ１９
年度から市町村を実施主体とする
「放課後子ども教室」を新規に実施
することとした。

指導者講習会の開催

中央講習会への派遣と県内指導者
への伝達講習
【数値目標】
　H16 180人 ⇒ H21 220人
　参加者数

小学校教員体育実技講習会
   ７０名参加
中・高等学校体育実技指導者講習
会
   １８名参加
体つくり運動体育実技講習会
   １０２名参加
山梨県健康教育指導者研修会
   １００名参加

参加者数 人 180 367 290 220 275.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

81
生涯・地域スポーツ推
進事業

市町村等が設立支援する総合型地
域スポーツクラブへの育成支援
【数値目標】
　H16 5% ⇒ H21 85%
　市町村実施率

企画運営委員会の開催（年３回）
連絡協議会の開催（年３回）
市町村巡回訪問等（１３市町村）
クラブマネジャー養成講習会（３日間
開催）
スポーツプログラマー養成講習会（２
２日間開催）
総合型地域スポーツクラブ交流大会
（２１８人参加）
生涯スポーツ情報発信

市町村実
施率

％ 5 17 18 85 16.3

平成１８年度中に３つの総合型地域
スポーツクラブが立ち上がる予定で
あったが、次年度に繰り越してしまっ
た。理由としては、会場の大規模改
修工事着工、会場の工期の遅れ等
が上げられる。

平成１９年度中に３市１町５クラブ
（都留市・富士吉田市・中央市・昭和
町）が新設する予定である。
今後、あらゆる機会を通じて各市町
村に本事業実施を働きかけていく。

教・スポーツ健
康課

82
パンフレット作成
（平成１７年度　臨時
事業）

育児休業制度等の導入及び利用の
促進のための啓発
【数値目標】
  H15 0.7% ⇒ H21 10%（国の目標）
  男性の育児休業取得率

男性の育
児休業取
得率

％ 0.7 - 4.2 10 37.6

平成１８年度に実施した「女性労働
者就業実態調査」において、男性の
育児休業取得率は４．２％となり、平
成１５年度の前回調査（０．７％）より
３．５ポイント上昇した。

  育児・介護休業に係る法律や制
度、各種助成制度等を掲載したパン
フレットの配付や、講習会・個別相談
の開催、中小企業労働施策アドバイ
ザーによる企業訪問により、育児・
介護休業を取得しやすい環境づくり
に努める。

労政雇用課

農村女性活動推進プ
ランの実践

家族経営協定の推進
女性リーダーの養成
【数値目標】
  H16 195件⇒ H21 230件
  家族協定締結数

日頃の普及活動や様々な活動の中
で、家族経営協定を結ぶように、積
極的な働きかけを行った。

家族協定
締結数

件 195 214 241 230 131.4 着実な推進が図られている。
引き続き、日頃の普及活動や様々な
活動の中で、家族経営協定締結に
ついて積極的な働きかけを行う。

79

［数値目標変更の検討結果］
平成１８年度をもって事業終了

教・社会教育課

80

［数値目標変更の検討結果］
研修内容及び対象者の改善（特に中・高実技講習会）を図ることにより参加者の増加を見込まれるので、数値目標を変更する。　　数値目標：２２０人→３００人

教・スポーツ健
康課

83

［数値目標変更の検討結果］
平成１８年度をもって事業終了

農業技術課

第７節　　仕事と子育てを両立させるための支援
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84
街路等を整備する事
業

安全・安心なまちづくりのためのあん
しん歩行エリア内道路の整備
【数値目標】
  H16 75% ⇒ H21 93%
  事業か所の整備率

街路整備事業
　石和市部通り線　他３路線
交通安全対策事業
　白井河原八田線

事業か所
の整備率

％ 75 81 90 93 83.3 着実な推進が図られている。 目標値は達成できる。

道路企画室
道路整備課
道路管理課
都市計画課

85
歩道のフラット化を進
める事業

子供等交通弱者が安心して通行で
きるよう歩道のフラット化などの整備
【数値目標】
  H16 44km ⇒ H21 64km
  歩道のフラット化延長

２０箇所において実施（５．２km）
歩道のフ
ラット化延
長

㎞ 42.5 48.0 53.2 64 49.8 着実な推進が図られている。 目標値は達成できる。 道路管理課

86
店舗等におけるベ
ビーシート等の設置
促進

乳幼児を連れて買い物等の外出を
しやすくするため、ベビーシートや授
乳スペース等を整備する事業者へ
の助成
【数値目標】
  H16 － ⇒ H21 50か所
  設置か所数

２か所（累計１４か所）
設置か所
数

か所 - 12 14 50 28.0
平成１８年度は、経済団体や各企
業･店舗を訪問し、補助制度の周知
を図った。

平成１９年度は１０か所へ助成する
予定である。
今後さらに補助制度の周知を図るこ
とにより、目標は達成できる見込み
である。

児童家庭課

87 公園緑地の整備

子ども連れにやさしい都市公園の整
備
【数値目標】
　H16 1.6㎡ ⇒ H21 1.8㎡
　１人当たり都市公園面積

１人当たり都市公園面積１．７㎡

甲府市　千塚公園　　　新設
甲府市　住吉３号公園　新設
甲斐市　玉幡公園　新設

１人当た
り都市公
園面積

㎡ 1.6 1.69 1.7 1.8 50.0
都市公園事業等により市町村が整
備を実施しており、着実な推進が図
られている。

H１９年度以降についても、新設公園
や既存公園の追加供用などの予定
があり、目標は達成できると考える。

都市計画課

88 河川空間の整備

子供たちが自然とのふれあう機会を
増進するための河川空間の整備
【数値目標】
  H16 － ⇒ H21 33か所
　設置か所数

整備実施か所
甲府市荒川外６河川７か所

設置か所
数

か所 - 8 16 33 48.5 着実な推進が図られている。
予定どおり事業が進捗すれば、平成
２１年度の目標は達成出来る見込み
である。

治水課

89
鉄道駅のバリアフリー
化

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが
安全で快適に鉄道駅を利用できるよ
うにするための駅の設備整備への
助成
【数値目標】
  H16  2駅 ⇒ H21 5駅
  整備駅数

なし 整備駅数 駅 2 2 2 5 0.0

バリアフリー化対象駅５駅（韮崎、上
野原、石和温泉、甲府、大月）のう
ち、韮崎駅、上野原駅は実施済み。
甲府駅については、H20年度から21
年度にかけてバリアフリー化の予定
で、現在、設計案を検討中である。
残る大月駅、石和温泉駅は、本制度
を利用せずにまちづくり交付金を利
用した駅周辺整備事業でバリアフ
リー化の予定である。

甲府駅はH21年度までに整備予定、
大月駅は駅周辺整備計画（H19～23
年度）によりH23年度までに整備予
定、石和温泉駅は計画を検討中
大月駅、石和温泉駅については、他
事業とのかねあいもあり、H21年度
までの全駅整備の目標達成は困難
と見込まれる。ただし計画は進行し
ているので大月駅、石和温泉駅でも
いずれバリアフリー化は実施される
予定。

リニア交通課

90
乗合バスのバリアフ
リー化

高齢者や障害者等をはじめ、誰もが
安全で快適に乗合バスを利用できる
ようにするためのノンステップバス等
導入への助成
【数値目標】
  H16 12% ⇒ H21 25%
  ノンステップバス等導入率

当該補助金による購入はなし。
バス運行対策補助金等により５両整
備。

ノンステッ
プバス等
整備率

％ 12 15.6 15.5 25 26.9
H18年度において、ﾉﾝｽﾃｯﾌ ﾊ゚゙ｽ等は
5両増加したが、車両全体で33両増
加したため、整備率が伸び悩んだ。

各種補助制度の維持に取り組み、
目標の達成を図る。

リニア交通課

91 公営住宅の整備

個人のプライバシー、家庭の団らん
等に配慮した適正な広さをもつ住宅
の整備
【数値目標】
  H16 604戸⇒ H21 810戸
  整備戸数

湯村団地　９３戸 整備戸数 戸 604 645 738 810 65.0 着実な推進が図られている。
今後も順調な事業実施が見込まれ
る。

住宅課

第８節　　子育てを安全・安心にできる環境づくり
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優先入居の推進

公営住宅における多子世帯等への
優先入居
【数値目標】
  H16 13戸
　 ⇒ H21 新築住宅の２割戸数

（新規募集なし）
優先入居
戸数

戸 13 32 0
新築
住宅
の２割

100.0
平成１８年度は住宅の立替のみで新
築の実績はなかったが、新築の際に
は優先入居枠を２割とする。

今後も新築の２割を目標に取り組
む。

93
子ども緊急通報装置
の設置

子どもの通学路等における安全確
保のため、通報者の画像と音声で通
話できる装置の設置
【数値目標】
  H16 1か所 ⇒ H21 3か所
  設置か所数

笛吹市富士見小学校周辺（７基）に
設置の「子ども緊急通報装置」の継
続運用

設置か所
数

か所 1 1 1 3 0.0

子ども緊急通報装置設置による抑
止効果について検証・分析し、自主
防犯ボランティアによる通学路にお
ける見守り活動等の対策による効果
と比較検証した。

自主防犯ボランティア活動、スクー
ルガード、スクールサポーターなど
の活動や、市町村による防犯カメ
ラ、スーパー防犯灯の設置状況等を
考慮し、通学路における声かけ事案
を含む犯罪発生状況を分析し、子ど
も緊急通報装置の設置箇所につい
て検討する。

警・生活安全企
画課

「子ども１１０番の家」

「子ども１１０番の家」と学校、地域の
連携の推進
【数値目標】
　H16 8,110か所 ⇒ H21 9,000か所
　設置か所数

「子ども１１０番の家」のチラシ、マ
ニュアルを作成し、協力家庭・事業所
等に配布
子ども１１０番の家
　約１０，７００件（Ｈ１８年末）

設置か所
数

か所 8,110 8,886 10,700 9,000 291.0

子ども110番の家以外にも、事業所
による「子ども110番の店」等の設置
が促進され、着実な推進が図られて
いる。

平成１８年度において目標を達成す
るが、さらに設置を促進するととも
に、地域安全マップの作成などを通
じて子どもたちに対する周知をはか
るとともに、定期的な講習や訓練な
どを通じて対応力の強化も図る。

危機管理マニュアル
の作成

児童、生徒の安全を確保するための
公立学校における危機管理マニュア
ル作成の促進
【数値目標】
  H16 76% ⇒ H18 100%
　作成率

防犯教室（１３８名参加）
平成１７年８月１８日、１９日開催

％ 76 98 100
100

（Ｈ１８）
100.0 着実な推進が図られている。

今後も引き続き、全県下のすべての
学校に危機管理マニュアルの作成
がなされるよう指導すると共に、さら
に見直し等も指導していく。

96 私立学校の安全対策

園児、生徒の安全を確保するための
私立学校における設備等の安全対
策への支援
【数値目標】
  H16 31校（園） ⇒ H21 42校（園）
  実施学校（幼稚園）数

３８園
実施学校
(幼稚園)
数

園 31 38 38 42 63.6 着実な推進が図られている。

園児の安全確保は幼稚園の重要課
題であり、施設整備を実施する幼稚
園も増えてきており、目標数値は達
成できるものと考える。

私学文書課

97
セーフティードライブ・
チャレンジ作戦の実
施

交通事故「０」をめざす参加型交通
安全運動（５人１チームにより２００日
間の安全運転を目指す）
【数値目標】
  H16  5,516チーム
　 ⇒ H21  6,000チーム
  参加チーム数

実行委員会開催
　４月１３日、９月２６日、２月２日
出発式　６月１５日
達成表彰式　２月１５日

参加チー
ム数

チーム 5,516 5,602 5,680 6,000 33.9 概ね着実な推進が図られている。

平成１9年度降は、事業主体を実行
委員会から県直営事業に切り替え、
一層強力に募集活動を展開すること
から、目標は達成できる見込みであ
る。

県民生活課

95

［数値目標変更の検討結果］

平成１８年度をもって事業終了

教・スポーツ健
康課

92

［数値目標変更の検討結果］
変更予定なし。

住宅課

94

［数値目標変更の検討結果］
子ども１１０番の家設置については、市町村や教育委員会と連携して行うものであり、今後の増加数の予想は不可能である。
増加した１１０番の家へのチラシ配付については、進捗率は100％を維持することとする。

警・生活安全企
画課
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